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研究成果の概要（和文）：　少子高齢化と人口減少が進むなか、若年層や子育て世帯を呼び込むため、多くの自
治体が子育てサービスの充実を政策課題として掲げている。本研究では、どのような行政サービスや子育て環境
を提供すれば、子育て世帯の転入や定住化に効果的であるのかを検証した。
　子育て世帯を対象とした大規模統計データの二次分析およびインタビュー調査の結果から、子育てを支える人
間関係（育児ネットワーク）を拡げるような子育てサービスが、母親の育児満足度を高めることにより、居住地
での定住意思につながっていることが明らかとなった。このような子育てサービスは、若年層や子育て世帯の転
入や定住化を促進しうる効果があることを確認した。

研究成果の概要（英文）：Due to the declining fertility rate and aging population in Japan, many 
local governments have been considering childcare support policies in order to attract young people 
and households raising children. In this study, I examined the types of childcare services and 
environments that would affect decisions to transfer to and reside permanently in households raising
 children. 
A statistical analysis was conducted using large-scale data and interview surveys of child-rearing 
young parents. The results of the analysis indicated that childcare services that expand childcare 
support networks increase parents’ satisfaction with childcare; such services also have some 
correlation with parents’ willingness to permanently reside in the current residence. Such 
childcare services were confirmed to affect decisions to settle down in the current residence for 
households raising children.

研究分野： 生活科学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究成果によって、人口減少時代に求められる自治体行政の政策として、子育てのサポートを授受できる人
間関係（育児ネットワーク）を広げるような子育てサービスを充実させることが効果的であると示すことができ
た。子育て世帯の社会増を目指す人口政策を検討する際にも、子育てサービスの充実は重点課題となりうる。ま
た、育児ネットワークが母親の育児不安や育児ストレスを低減させるだけでなく、世帯の居住地選択にも影響す
ることを明らかにした。子育て支援や育児ネットワーク研究においても新たな知見を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。
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１．研究開始当初の背景 
 
 少子高齢化と人口減少が進むなか、消費や就労意欲が高いがゆえに、地域経済や自治体財政に
大きな影響を及ぼす子育て世帯は、自治体間で奪い合いの様相を呈している。若年層や子育て世
帯を呼び込むため、多くの自治体が子育てサービスの充実を政策課題として掲げている。しかし、
子育て支援政策が具体的にどのような効果があるのかについてはあまり検証されていない。そ
こで、本研究では、どのような行政サービスや子育て環境を提供すれば、子育て世帯の転入や定
住志向に効果的であるのかを検証した。 
 経済学の領域で見られる人口移動に関する研究では、自治体属性や行政サービスの水準と当
該地域の人口増減との関連を客観的に捉えるものが多かった。それに対して本研究は、行政サー
ビスや育児ネットワークに対する居住者の主観的評価が、個人や世帯の居住地選択にどのよう
に関わっているかを検討する点が特色である。人口移動は大規模なマクロデータによって検討
される場合が多いが、居住者は日々の生活のなかで利用するサービスや育児環境を評価し、満足
／不満を抱えそれによって居住地移動に駆り立てられる。本研究では、これらの主観的評価が有
意な影響力をもつかどうかを検証した。 
 
 
２．研究の目的 
 
子育てサービスの充実が育児ネットワークを通じて子育て世帯の定住意思を促進させるかど

うかを、子育て世帯の社会増減が対照的な複数の自治体を比較分析することにより明らかにし
た。子育て世帯の社会増減が対照的な複数の自治体居住者を対象としたアンケート調査とイン
タビュー調査、行政における子育て支援担当部署およびサービス提供主体となる子育て支援施
設を対象にヒアリング調査を行い、次について検討した。 

1)母親がもつ育児ネットワークを定量的および定性的に把握し、それが育児ストレスを低減さ
せ居住地に対する満足度を高めることによって、定住意思を促進させることを検証する。 

2)子育て世帯の転入や定住化をねらった行政サービスを精査し、育児ネットワークが子育て世
帯の転入や定住化にもたらす影響を検討する。 

3)子育て世帯の社会増に資する子育てサービスについて提言を行う。 
 
 
３．研究の方法 
 
（１）大規模統計データの二次分析 
子育て世帯がどのように居住地を選択しているのか大規模統計データから分析した。本研究

の目的に合致した既存のアンケート調査（2013 年に厚労省のガイドラインにもとづき各自治体
で実施された子ども・子育て支援新制度策定のためのアンケート調査の X 町版と大阪府大東市
版）を利用し、子育て世帯の社会増減が対照的な大阪府大東市と近畿地方にある X 町データの
二次分析を行い、子育て世帯の定住意思を促進する分析モデルの構築を目指した。 
既存研究では保育サービス水準や子育て環境の充実度を示す自治体属性から子育て世帯の移

動への効果を検証してきたが、本論では子育てサービスの充実度や育児ネットワークの充実度
に関する回答者の評価が居住意思にどのような関連があるかに注目した。 
 
（２）子育て世帯へのインタビュー調査の実施と分析 
 大阪府大東市を中心とした北河内地域に居住する子育て世帯、とくに就学前児童をもつ父母
を対象としたインタビュー調査から、子育てサービスへの評価が居住地選択にどのように結び
ついているかを分析した。使用したデータは、2015 年度に行った大東市および東大阪市在住の
就学前児童をもつ母親・父親 11 名、2016 年度に行った大東市および隣接市在住の就学前児童を
もつ母親・父親 14 名である。いずれの調査でも、大東市が実施した子育てに関するアンケート
調査のなかでインタビュー調査協力者の募集を行い、調査協力の承諾を得られた方へ調査の直
前に再度主旨とプライバシー保護について説明し承諾を得た。 
子育てサービスのほかに居住地選択を規定する要因を探索するため、対象者の属性（階層、就

業形態、転居歴、親族との居住距離）を考慮しながら、夫婦の役割分担・夫の家事・育児参加、
育児ストレス、育児ネットワーク、ソーシャルキャピタル、子育て支援サービスの利用・評価、
その他行政サービス評価などを詳細に聞き取った。 
 
（３）子育て支援事業データベースの作成と分析 
 全国の自治体が行っている公民連携（Public Private Partnership）事業のうち、子ども・子育て
支援にかかわるものをピックアップした「公民連携型子育て支援事業データベース」を作成し、
分析を行った。公民連携による事業に着目したのは、人口減少社会における持続可能な公共サー
ビスのありかたを検討するためである。2013-2017 年までの５年間に実施された公民連携事業の
うち、子ども・子育て支援の全 87 事業をデータベース化して、子育て世帯の社会増・定住化に
影響のありそうな子育てサービス内容と提供のありかたを分析した。 



４．研究成果 
 
（１）大規模統計データの二次分析 
共分散構造分析の結果、子育て世帯の社会増がみられる近畿地方 X 町では、子育てサービス

をより多く利用し、育児ネットワークをより多く保有しているほど、母親の育児満足度が高まり
居住地での定住意思が高まることが明らかとなった。子育てサービスの充実、なかでも育児ネッ
トワークを拡げるような子育てサービスが、若年層や子育て世帯の転入・定住を促進する効果が
あることが確認された。 
近畿地方 X 町データの分析結果から構築した子育て世帯の居住地選択モデルを、子育て世帯

の社会減がみられる大阪府大東市データにあてはめ比較分析した。子育て世帯の転出がみられ
る大東市では、子育てサービスの直接効果は認められず、育児ネットワーク充実度を媒介した間
接効果は認められたがかなり弱いパスであった。子育てサービスにも育児ネットワークにも転
入・定住促進効果はみられなかった。 
以上の結果から、就学前児童をもつ親の育児ネットワークを拡げるような子育てサービス提

供が、現住地での定住意思を促進する決め手となりうることが明らかとなった。 
 
（２）子育て世帯へのインタビュー調査の実施と分析 
 インタビュー調査から得られた質的データを、現住地への居住意思の強弱により「消極的定住
グループ」と「積極的定住グループ」に分類し、居住意思の決め手となる要因について探索的分
析を行った。消極的定住グループは、現住地の子育てサービスや教育環境に不満があるが、子育
ての強力なサポート資源である親族の存在が移住引き留め要因となっている。一方、積極的定住
グループは、子育てサービスおよび居住環境への満足感のほか、親族や地縁を中心として形成さ
れた育児ネットワークが定住促進要因となっていた。いずれにしても親族中心の育児ネットワ
ークの存在が居住意思を左右する。親族によるサポート提供が期待できない場合に、それを代替
するようなサポート資源の確保や、育児ネットワークの形成支援を行政に求めている様子が明
らかとなった。 
 
（３）子育て支援事業データベースの作成と分析 
 公民連携の３類型をもとに分類したところ、子ども・子育て支援事業の「公共サービス型」11
事業、「公共資産活用型」12 事業、「規制・誘導型」64 事業となった。類型ごとに、子育て世帯
の定住を促進する育児ネットワーク拡大への効果という観点から、サービス内容を比較検討し
た。分析の結果は次の３点である。 
①全国自治体が行っている公民連携型子ども・子育て支援事業には「規制・誘導型」が多く、

NPO や企業など民間が参入するためのルールづくりなど比較的やりやすい一面も見受けられる。 
②なかでも、保育料・医療費・給食の無償化・補助、子育て世帯の移住・同居・定住にともな

う補助、不妊治療・出産祝い金の補助など、現金や現物給付型のサービスという特徴がある。 
③一方で、「公共サービス型」「公共資産活用型」では、育児ネットワークの拡大を主眼とした

取り組みも散見される。 
現金・現物給付型は、ライフイベント（妊娠・出産）に応じたサービスが主であるため、子育

て世帯にとっては一過性で単発のものであり受給期間も限定される。自治体からすれば継続的
な財源確保の課題もある。子育て世帯の転入と定住化には、現金給付型とネットワーク拡大型の
どちらが効果的かという観点から検証し、事業の方向性を再検討する必要があることが明らか
となった。これら子育て支援事業および子育て世帯をターゲットとした行政サービスの効果を
測定し、定住意思に結び付くかを検証することについては今後の課題としたい。 
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